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令和６・７・８年度 佐倉市生活困窮者自立支援事業委託仕様書 

 

 

１．事業名称 

令和６・７・８年度 佐倉市生活困窮者自立支援事業委託 

 

２．事業目的 

本事業は、生活困窮者自立支援法に基づき、就労の状況、心身の状況、地域

社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活

を維持することができなくなるおそれのある者、及び社会的なつながりを失

い困窮している者（制度の狭間で困窮している者、ひきこもり等を含む）を

対象として、個人の状況に応じた、包括的かつ継続的な相談支援を実施する

ことで、困窮状況からの脱却を図ること、及び、貧困の連鎖を断ち切る観点

から、困窮世帯の子どもを対象として、学習・生活支援や居場所づくりを行

い、困窮世帯の福祉の増進を図ることを目的とする。 

なお、本委託については、アウトリーチを積極的に実施することにより「８．

事業目標値」を達成することを重視する。 

 

３．契約期間 

  令和６年４月１日から令和９年３月３１日までとする。 

 

４．委託上限金額（合計） 

（3年度分、合計） 

金 148,236,000 円 

 

（単年度当たり、合計） 

金 49,412,000 円（内訳：国庫負担 33,863,000 円、市負担 15,549,000 円） 

（単年度当たり、内訳限度額） 

・①自立相談支援事業                22,500,000円以内 

・②就労準備支援事業、家計改善支援事業（合計）   11,692,000円以内 

・③生活困窮世帯の子どもに対する学習・生活支援事業 3,017,000円以内 

・④アウトリーチ等の充実による自立相談支援機能強化事業    6,342,000円以内 

・⑤生活困窮者支援等のための地域づくり事業     5,861,000円以内 

   ※各事業は、原則、限度額以内で実施すること。 

※ただし、委託上限金額（合計）を超えず、かつ、市負担額を超えない 

ことを条件に事業内の金額の移動を認める（例：①を減らして、⑤の上限 

を増やす等）。具体的な計算式は以下のとおり。 

（以下の式をすべて満たす場合に、移動を認める）。 

  

・①＋②＋③＋④＋⑤≦49,412,000円  

・①×(1-¾) ＋②×(1-⅔) ＋③×(1-½) ＋④×(1-¾) ＋⑤×(1-½)  

  ≦15,549,000円  

・①≦22,500,000円  
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・②≦29,000,000円  

・③≦11,900,000円  

・④≦7,920,000円  

・⑤≦9,000,000円  
 

５．支援対象者 

事業の対象者は、佐倉市内に居住する生活困窮者を原則とする。 

生活困窮者とは、就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事

情により、経済的もしくは社会的なつながりを失い困窮している者（制度の

狭間で困窮している者、ひきこもり等を含む）であって、支援が必要と認め

られる者とする。 

ただし、生活困窮者以外の者であっても、相談段階においては排除せず、

必要に応じて関係機関に引き継ぐ等、相談者の事情に配慮した対応をするこ

と。 

 

６．事業の実施体制 

（１）事業の場所  

①相談支援窓口は、佐倉市役所庁舎内（佐倉市海隣寺町９７番地）とする。 

②活動拠点（アウトリーチ用を想定）として、佐倉市の福祉拠点である 

西部・南部地域福祉センターを利用すること。 

利用する頻度やスペース等については、要相談とする。 

 

西部地域福祉センター・・・佐倉市中志津２－３２－４ 

南部地域福祉センター・・・佐倉市大篠塚１５８７ 

 

なお、①②に加え、相談支援窓口等を別に設けることを妨げるものではな

いが、追加の設置においては、次の条件を満たすこと。 

・相談支援窓口等は、十分なスペースを確保するとともに、プライバシー

に配慮すること。 

・相談支援窓口等の設置及び運営に要する費用は、事業者の負担とする。 

（２）開所日等 

〇開所日：令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで 

※土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（１２月２９日から翌年の１月 

３日まで）を除く 

〇開所時間：午前８時３０分から午後５時１５分までを原則とする 

※ただし、社会情勢や相談者の状況によっては、上記開所日や開所時間

外での対応が必要となる場合があるので、対応できる体制を確保するこ

と。 

（３）相談支援窓口（名称） 

 「くらしサポートセンター佐倉」とする。 
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【事務・相談スペース図面】 
 

 

←約 2.7ｍ→←    約４ｍ     → 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 社会福祉センター地下 1階    

※ 各スペース内のレイアウトについては特に指定しない。 

 

【市が用意する備品一覧】 

 
 

備品名称 個数 

窓口カウンターテーブル 1 

窓口カウンター用椅子 4 

事務室・相談室パーテーション 一式 

相談室テーブル 2 

相談室用椅子 8 

事務机 2 

事務机用椅子 7 

固定電話機 2 

キャビネット 一式 

職員用（個別）ロッカー（６人用） 1 

職員用（個別）ロッカー 適宜 

食器棚 1 

 

 

７．事業実績値 

以下の実績を参考に、人員配置をすること。 

※景気や社会環境等により、大きく延べ支援件数等は変化するが、 

下表に示す実績に対応できる体制を整えること。 

入 口   0.9ｍ ↑ 
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【事務スペース】 

 

 

←    約４．５ｍ   

→ 

 

 

 

通 

 

路 

 

 

 

 

 

【相談室スペー

ス】 
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（佐倉市実績） 

 令和 5年 9月迄 令和 4年度 令和 3年度 令和 2 年度 

延べ支援件

数 

2,299件 5,015件 6,110件 6,989件 

延べ相談人

数 

862人 1,808人 2,371人 2,886人 

プラン作成件数 73件 168件 149件 154件 
住居確保給付金 

（新規申請） 
2件 9件 21件 131件 

子どもの学習・

生活支援事業 
2,198人 3,631人 2,519人 2,203人 

     

（参考）令和 4年度・5年度においては、6.6人工で業務を実施。 

なお、令和 6 年度以降においては、新たな事業として、アウトリーチ（目

標値設定あり、年間 700 回他）を追加していることにつき留意の上、人員配

置をすること。 

 

 

８．事業目標値 

以下の事業目標値を達成できる人員を配置し、目標値をクリアするよう努

めること。 

 

 ◎事業目標値-１  

  プラン作成件数につき、以下を目標値※とする。 

令和 6年度 182件 

令和 7年度 189件 

令和 8年度 196件 

※佐倉市実施計画目標値 

 

◎事業目標値-２ 

 アウトリーチ実施件数につき、以下を目標値とする。 

令和 6年度 700件 

令和 7年度 700件 

令和 8年度 700件 

※生活困窮者本人や関係者等へのアウトリーチ及び生活困窮者の発見を

目的とする会議・行事等への参加も件数に含む。 

 

アウトリーチから、支援機関等につなぐ件数につき、以下を目標値 

とする。 

令和 6年度 90件 

令和 7年度 90件 

令和 8年度 90件 

 

※アウトリーチ趣旨 

後述、「９．事業内容等（５）アウトリーチ等の充実による自立相談 

支援機能強化事業、【特記事項】」を参照すること。 
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----------------------------------------------------------------- 

 ◎参考（国の目安値） 

※国からは下表のとおり事業ごとに KPI値が示されており、佐倉市と 

いたしましては、値の達成を目指すことを期待しています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【令和５ 年度 から令和７年度における ＫＰＩ の目安値】 

① 新規相談受付件数 ： 対象地区人口 10 万人あたり 27 件／月 

② プラン作成件数 ： 新規相談受付件数の 50 ％ 

③ 就労支援対象者数 ： プラン作成件数の 60 ％ 

④ 就労・増収率（者／支援対象） ：75 ％ 

⑤ プラン作成者のうち 、自立に向けての改善が見られた者割合 ：90 ％- 

 

９．事業内容等 

事業者は、市の関係部署、国・県の関係機関（公共職業安定所や中核地域生

活支援センター等）、生活困窮者に係る事業を実施している社会福祉法人等と

連携の上、以下の事業を一体的に実施すること。 

事業実施にあたっては、関連する法令や手引き等に基づき適正に行うこと。 

なお、本事業に関して法令等の改正が行われた場合については、改正後の

内容を基本として事業を実施することに留意すること。 

 
（関係法令等） 

・生活困窮者自立支援法 

・生活困窮者自立支援法施行令   

・生活困窮者自立支援法施行規則 

・生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱 

・生活困窮者自立支援制度に関する手引き 

・生活困窮者自立支援制度に係る自治体事務マニュアル 

・住居確保給付金の支給に係る事務の手引き 

・住居確保給付金の支給事務の取扱問答 

・自立相談支援事業従事者養成研修テキスト 

※以上は、本事業実施にあたり、特に重要な法令等を示したものである。  

 

 

（１）自立相談支援事業 

（家計改善支援事業、就労準備支援事業と一体実施※すること） 

 

令和５年５月８日社援地発第０５０８第２号（厚生労働省社会・援護局地

域福祉課長）「生活困窮者自立支援制度に関する手引きの策定について」の一

部改正について（別添１）「自立相談支援事業の手引き」による事業の実施。 

本事業は、生活困窮者が抱える多様で複合的な問題につき、生活困窮者及

令和 5 年度～目安値 1 か月あたり   年間換算 

  
目安値(10 万

人当り） 
  

佐倉市

換算 
      

新規相談受付件数 27 件 46.37 件 556 件 

プラン作成件数 13.5 件 23.19 件 278 件 

就労支援対象者数 8.1 件 13.91 件 167 件 

就労・増収率 75 ％         

自立に向けての改善が

見られた者の割合 
90 ％         
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び生活困窮者の家族その他の関係者からの相談に応じ、必要な情報提供及び

助言をし、並びに関係機関との連絡調整を行うとともに、生活困窮者に対す

る支援の種類及び内容等を記載した計画の作成、生活困窮者に対する認定生

活困窮者就労訓練事業の利用のあっせん等様々な支援を包括的かつ計画的に

行うことにより、生活困窮者の自立の促進を図ることを目的とする（「生活困

窮者自立相談支援事業等実施要綱（別添１）」より抜粋）。 

なお、生活困窮者住居確保給付金については、市が行う支給に関する決定

（支給業務を含む）を除く一切の業務を実施する。 

 

◎一体実施とは、３事業（自立相談、就労準備、家計改善）が緊密な連携を

図る体制が確保されていることにより、就労準備支援事業、家計改善支援事

業が、効果的かつ効率的に行われている場合を指す。 

 

【相談支援事業の概要】※実施要綱等の要約 

常設の窓口を開設し、生活困窮者に対して広く相談を行うとともに、 

生活困窮者が抱えている課題を多面的に把握し、本人の状況や意思を十 

分に確認（以下「アセスメント」という。）した上で、対象者ごとに自立 

支援計画（以下「プラン」という。）を策定する。プランに基づく支援の 

開始後も、支援の効果を適切に評価・確認し、本人の自立・就労の定着まで 

を包括的かつ継続的に支援する（包括的かつ継続的な相談支援）。 

生活困窮者を早期に把握し、見守りをする観点から、関連機関・関係 

者とのネットワークづくりを行い、包括的な支援策を用意するとともに 

生活困窮者の社会参加や就労の場を広げていく（生活困窮者支援を通じ 

た地域づくり）。 

制度の狭間で困窮している者、ひきこもり（その家族も含む）に対して

は、窓口での相談に限らず、後述のアウトリーチ支援員や地域づくり支援

員と綿密に連携を取り、積極的なアウトリーチを実施することで、社会参

加や就労支援等を行う。 

住居確保給付金の相談・受付業務、受給中の面接業務等（支給決定事務 

を除く。）を行う。 

 

【特記事項】 

無料で法律相談を受けることができる場（毎月１回・２時間以上、債務

整理等）を生活困窮者に提供するため、弁護士と契約を結ぶこと。 

そのための費用も見積りに計上すること。 

 

 

◎詳細については、「生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（別添１）」

他、国の関連する法令、実施要領、手引き等を参照するとともに、それらに

基づいた事業運営を実施すること。 

 

【住居確保給付金事業の概要】※自治体事務マニュアル等の要約 

法第６条に規定する「生活困窮者住居確保給付金の支給」に関する相談、

申請受付、申請書及び報告書の提出支援、受給期間中に早期の就労または

増収を図ることができるよう支援を実施する。 
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ア 相談業務 

問合せや相談に対して、制度の趣旨、概要、要件等を説明する。 

イ 申請受付、申請書及び報告書等の提出支援業務 

支給要件に該当することを確認しつつ、支給決定に必要な書類や記入

方法を案内する。書類が揃ったら市へ送付を行う。送付後、不足書類等が

判明した場合は、改めて申請者に助言等を行う。 

ウ 就労・増収支援業務 

プランに基づき就労支援等を行うとともに、受給者の活動状況を確認

の上、適宜助言・指導する。必要に応じてハローワーク等の関係機関と連

絡調整を行い、就労支援の実効性を確保すること。 

なお、求職活動に誠実かつ熱心でないと思われる受給者がいる場合は、

その理由を確認し、活動を阻害する要因を取り除けるよう助言等を行う。 

支給要件に見合う活動が難しい場合等については、速やかに市に報告

し、対応を相談すること。 

 

◎詳細については、「自治体事務マニュアル」及び「住居確保給付金事務

の手引き」「住居確保給付金の支給事務の取扱問答」他、国の関連する 

法令、実施要領、手引き等を参照するとともに、それらに基づいた事業

運営を実施すること。 

 

 

（２）就労準備支援事業 

（自立相談支援事業、家計改善支援事業と一体実施すること） 

令和２年１２月２８日社援地発第１２２８第２号（厚生労働省社会・援護

局地域福祉課長）「生活困窮者自立支援制度に関する手引きの策定について」

の一部改正について（別添３）「就労準備支援事業の手引き」による事業の実

施。 

本事業は、就労に必要な実践的な知識・技能等が不足しているだけではな 

く、複合的な課題があり、生活リズムが崩れている、社会との関わりに不安 

を抱えている、就労意欲が低下している等の理由で就労に向けた準備が整っ

ていない生活困窮者に対して、一般就労に向けた準備としての基礎能力の形

成からの支援を、計画的かつ一貫して実施することを目的とする。（「生活困

窮者自立相談支援事業等実施要綱」（別添４）より抜粋） 

 

※一体実施・・・「（１）自立相談支援事業」を参照のこと。 

 

【概要】※実施要綱より抜粋 

直ちに一般就労に就くことが困難な生活困窮者に対して、プランに基づき 

本人の状況に応じて段階的かつ一貫した以下の支援を行う。 

 

ア 就労準備支援プログラムの作成・見直し 

支援を効果的・効率的に実施するため、利用者が抱える課題や支援の 

目標・具体的内容を記載した就労準備支援プログラムを作成する。 

就労準備支援プログラムは、支援の実施状況を踏まえ、適宜見直し 

を行う。 

イ 日常生活自立に関する支援 
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適正な生活習慣の形成を促すため、うがい・手洗いや規則正しい起床・ 

就寝、バランスのとれた食事の摂取、適切な身だしなみに関する助言 

指導等を行う。 

ウ 社会自立に関する支援 

社会的能力の形成を促すため、挨拶の励行等、基本的なコミュニケー 

ション能力の形成に向けた支援や地域の事業所での職場見学、ボラ 

ンティア活動等を行う。 

エ 就労自立に関する支援 

一般就労に向けた技法や知識の習得等を促すため、実際の職場での就 

労体験の機会の提供やビジネスマナー講習、キャリア・コンサルテ 

ィング、模擬面接、履歴書の作成指導等を行う。 

 

★さらに、上記アからエに定める支援を踏まえ、 

・ 農業に関する基本的な知識を身につけるための基礎的研修と農業 

を含めた就労支援等を行う就農訓練事業 

・ 就労意欲が極端に低い者や社会との関わりに極度の不安を抱える 

者などを対象として、障害者等の支援により蓄積された専門的な 

ノウハウを活用した就労支援を行う福祉専門職との連携支援事業 

・ ひきこもりや中高年齢者等のうち、直ちに一般就労を目指すこと 

が難しく、家族や友人、地域住民等との関係が希薄な者を支援する 

ために、訪問支援（アウトリーチ等）による早期からの継続的な個別 

支援を重点的に実施するとともに、地域において対象者が馴染み 

やすい就労体験先を開拓・マッチングする取組を行う、地域における 

アウトリーチ支援等推進事業を実施することが可能である。 

 

◎詳細については、「生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（別添４）」

他、国の関連する法令、実施要領、手引き等を参照するとともに、 

それらに基づいた事業運営を実施すること。 

 

 

（３）家計改善支援事業 

（自立相談支援事業、就労準備支援事業と一体実施すること） 

令和２年１２月２８日社援地発第１２２８第２号（厚生労働省社会・援護

局地域福祉課長）「生活困窮者自立支援制度に関する手引きの策定について」

の一部改正について（別添５）「家計改善支援事業の手引き」による事業の実

施。 

本事業は、家計収支の均衡がとれていないなど、家計に課題を抱える生活 

困窮者からの相談に応じ、相談者とともに家計の状況を明らかにして 家計の

改善の 意欲を引き出した上で、家計の視点から必要な情報提供や専門的な助

言・指導等を行うことにより、相談者自身の家計を管理する力を高め、早期

に生活が再生されることを目的とする。（「生活困窮者自立相談支援事業等実

施要綱」（別添８）より抜粋） 

 

※一体実施・・・「（１）自立相談支援事業」を参照のこと。 
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【概要】※実施要綱等の要約 

家計収支のバランスが崩れている生活困窮者に対して、プランに基づき、 

家計収支の改善や家計管理能力を高めるため以下の支援を行う。 

 

ア 家計が崩れた原因や家計再生の可能性を分析し、家計収支の改善や家 

計管理能力の向上等を図るため具体的な家計支援計画を策定し、継 

続的な指導及び相談への対応を行う。 

イ 必要に応じて、債務整理や成年後見制度等を実施する支援機関、社 

会保障制度や公租公課に関する給付・減免窓口、貸付機関に同行す 

るなど、他制度による適切な支援につながるよう関係機関との連携 

を確保する。 

 

◎詳細については、「生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（別添８）」

他、国の関連する法令、実施要領、手引き等を参照するとともにそれらに

基づいた事業運営を実施すること。 

 

 

（４）生活困窮世帯の子どもに対する学習・生活支援事業 

本事業は、貧困の連鎖を防止するため、生活困窮世帯の子どもに対する学 

習支援 及び保護者も含めた生活習慣・育成環境の改善に関する支援を実 

施する。（「生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱」（別添９）より抜粋） 

 

【概要】※実施要綱より抜粋 

（１）学習支援 

（２）生活習慣・育成環境の改善 

ア 子どもに対する支援 

・居場所での相談支援 

・日常生活習慣の形成 

・社会性の育成 

・体験活動等 

・高校生世代への支援 

イ 保護者に対する支援 

・子どもの養育に必要な知識の情報提供等 

・巡回支援等を通じた世帯全体への支援 

（３）進路選択等に関する支援等 

ア 進路相談等 

イ 関係機関との連絡調整 

（４）その他貧困の連鎖の防止に資すると認められる支援 

※（２）以外の実施方法としては、拠点形式に限らず家庭訪問等 

による実施も可能。 

 

【特記事項】 

佐倉市では、主に、子どもの学習・生活支援活動に協力する意思があるボラ

ンティア団体（以下「学習支援団体」※とする。）への運営支援をメインとし

て学習支援事業・居場所づくりを実施している。 

受注者に求める内容は以下のとおり。 
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なお、以下を満たしたうえで、追加的に別の学習・生活支援事業をすること

を妨げるものではない。 

 

※学習支援団体の活動状況・・・市内７～１０か所、週１～３日、各所で 

各回１０人未満～３０人程度の子ども、総計７０～９０人程度/週、 

１人あたり約２時間程度 

 

◎支援対象者 

・市内在住の中学生以下の子ども。 

ただし、学習支援団体で受入れが可能であれば、１８歳未満 

の受入れも検討すること。 

 

◎支援内容 

ア 本人からの相談、関係機関や地域からの情報により、学習・生活支援の 

必要がある子どもを把握。 

その上で、アセスメントや支援調整会議等で必要があると判断され 

た場合には、相談者の希望に基づき、学習支援団体に繋げる。 

イ ボランティア活動中の事故によりケガをした場合、他人にケガをさせ

た場合に支払われるボランティア保険料の負担。 

ただし、ボランティアが別の同内容の保険にすでに加入している場合

（民生・児童委員が保険に加入している場合等）は対象外とする。 

ウ ボランティア行事への参加者のケガの保障や主催者の賠償責任を保障

する保険料の負担（参加する子どもや学習支援団体の負担の軽減）。 

ただし、他の制度により賄われる場合は対象外とする。 

エ 学習支援団体のボランティアで、大学の学業を本業とするボランティ

アに対しての交通費等の諸費用の負担。 

オ 学習支援団体が学習支援を行うに当たり、義務教育に係る教科書（必

要に応じて高等学校の教科書も含む）の購入・整備、貸し出しの実施。 

カ 学習支援団体への支援として、人材バンクや教材バンクなどの整備。 

キ 学習支援団体が実施する学習支援会場への定期的な巡回訪問。子ども

やボランティア参加人数等の把握。学習支援団体が抱える課題解決への

協力。 

ク 学習支援団体からの要望を踏まえ、同団体と連携し、学習・生活支援事

業に繋がる子どものいる世帯に対しての個別指導や家庭訪問、進路選択

に関する相談の実施。 

ケ 次に掲げる相談等について、希望があれば個別の面談（オンライン等

も可）により実施する。 

（ア） 高等学校受験のための相談、情報提供等 

（イ） 利用者を対象とした学習並びに学校生活及び日常生活に係る相

談、情報提供等 

（ウ） 利用者の保護者を対象とした子どもの養育・学習に係る相談、

情報提供等 

コ 原則、学習・生活支援事業の実施については、学習支援団体へ繋ぐこと

とするが、学習・生活支援事業を独自に実施することを妨げるものでは

ない。 

サ 開催日の変更・中止等に係る利用者への連絡は、学習支援団体と受注
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者が協力して実施する。 

シ 学習・生活支援事業参加者の人数・属性（市内・市外、年齢、学年、学

校名）、生活困窮属性※（ひとり親、外国ルーツ、虐待、親傷病、本人障

がい、生活保護、就学援助、児童手当受給世帯）について把握し、統計

資料を作成し、報告する。 

  ※毎月の報告は、開催回数、参加人数（小・中・高別に分けること）、

ボランティア参加人数、学生ボランティア人数の情報 

  ※年 2回（6月末時点、3月末時点）の報告は、上記全てを含む情報 

 ※生活困窮属性については、相手方の同意が得られる範囲内で実施 

ス 学習支援団体の要望を聞いた上で、今後の活動支援に反映させる 

観点から、学習支援懇談会を、年３回以上開催すること。 

セ その他学習支援団体への支援内容について、常に新しい支援方法を 

研究・検討し、実施に努めること。 

 

 

（５）アウトリーチ等の充実による自立相談支援機能強化事業 

生活困窮者自立支援制度の自立相談支援機関におけるアウトリーチ等の

充実を行い、社会参加に向けたより丁寧な支援を必要とする方への支援

を強化する。（「生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱」（別添１２）よ

り抜粋） 

 

【概要】※実施要綱より抜粋 

自立相談支援機関にアウトリーチ支援員を配置し、社会参加に向けてよ

り丁寧な支援を必要とする方に対して、アウトリーチ等による積極的な

情報把握により早期に支援につなぐことや、支援につながった後の集中

的な支援を行うことで、自立支援を強化する。 

 

Ａ アウトリーチの充実 

・ 自立相談支援機関に、アウトリーチ支援員を配置する。 

・ アウトリーチ支援員は、ひきこもり地域支援センターやサポステ等の

自立相談支援機関と関係する他の機関とのネットワークを形成するとと

もに、同行相談や、信頼関係の構築といった対本人型のアウトリーチを主

体に、ひきこもり状態にある方など、支援に時間のかかる方に対して、よ

り丁寧な支援を実施するために実施する。 

・具体的には、アウトリーチの充実として次の支援等を行う。 

① 家族などから相談があったケースについて、自宅に伺い、本人に接 

触するなど、初期のつながりを確保 

② つながりが出来た後の信頼関係の構築、本人に同行した、関係機関 

への相談、就労支援といった、自立までの一貫した支援を実施 

 

Ｂ 相談へのアクセスの向上相談へのアクセスの向上 

・ アウトリーチ支援員による土日祝日や時間外の相談の実施等、相談ア

ウトリーチ支援員による土日祝日や時間外の相談の実施等、相談へのア

クセスを向上する。 
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【特記事項】 

アウトリーチ支援員及び地域づくり支援員（後述「（６）生活困窮者支

援等のための地域づくり事業」を参照）は、市内全域を対象として、相互

に協同の上、支援に繋がる地域づくりを実施し、声を上げられない困窮者

（制度の狭間で困窮している者、ひきこもり等）を探し出すこと。 

その上で、把握した困窮者の個別・具体的な状況に寄り添いつつ、訪問

等の実施により信頼関係を構築した上で、自立相談支援機関、関係各課、

その他必要な窓口に繋げる等、きめ細やかな支援に努めること。 

また、プラン策定後、何らかの理由により連絡を取れなくなった者に対

して、必要に応じて、訪問等による見守りを行うことで、切れ目のない支

援を実施すること。 

なお、本件は、目標値が設定（前述「８．事業目標値」参照）されてい

ること、及び「地域づくり支援員」については、年度末に開催予定の学識

有識者等が参画する会議にて、実施状況の報告が求められていること（受

注者も、会議に参加する）に留意すること。  

 

◎詳細については、「生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（別添１２）」

他、国の関連する法令、実施要領、手引き等を参照するとともに、それら

に基づいた事業運営を実施すること。 

 

 

（６）生活困窮者支援等のための地域づくり事業 

本事業は、地域におけるつながりの中で、住民が持つ多様なニーズや生活

課題に柔軟に対応できるよう、地域住民のニーズ・生活課題の把握、住民

主体の活動支援・情報発信、地域コミュニティを形成する居場所づくり、

多様な担い手が連携する仕組みづくりを行うこと通じて、身近な地域に

おける共助の取組を活性化させ、地域福祉の推進を図ることを目的とす

る。（「生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱」（別添１９）より抜粋） 

 

【概要】※実施要綱より抜粋 

本事業は、次の（１）から（４）に掲げる取組の中から、地域の実情に応

じ、全部又は一部を選択して実施すること。 

（１）地域住民のニーズ・生活課題の把握 

住民のニーズや生活課題、それらに対応する社会資源の状況などにつ 

いて、実態把握を行う。 

（事業例） 

・地域住民に対するニーズ・課題把握のためのアンケート調査 

・相談窓口や支援機関に対する地域の福祉ニーズなどの調査 

・地域住民との座談会の開催 等 

（２）地域住民の活動支援・情報発信等 

（１）により把握したニーズなど、地域における住民のニーズ・生活 

課題に柔軟に対応し、地域の住民主体の活動を活性化させるよう、地 

域住民の活動支援や情報発信等を行う。 

（事業例） 

・地域住民に対して地域活動への参加を促す説明会の実施 

・課題を抱える住民と地域活動をマッチングするための情報提供 
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・地域活動の担い手やそれをコーディネートする人材に対する研修 

（民生委員・児童委員に対して、その活動に必要となる知識及び技能 

を修得するための研修を除く。） 

・企業による社会貢献活動や、企業等の従事者に対する定年退職後の 

地域活動を促す説明会の実施 等 

（３）地域コミュニティを形成する「居場所づくり」 

地域住民が、属性や世代の垣根を超えて地域の様々な人と気軽に関 

わり、安心して過ごすことのできる場を設置・運営する。 

（事業例） 

・多様な住民同士が交流できる祭りやスポーツなどのイベントの開催 

・属性や世代によらず利用できるカフェや食堂、教室などの拠点の運営 

（拠点の運営に要する経費には Wi-Fi等通信環境の整備に係る費用・ 

通信費を含む。） 

・新たな交流拠点の開設（原状復帰のための小修繕費を含む。） 等 

（４）行政や地域住民、ＮＰＯ等の地域づくりの担い手がつながるプ 

ラットフォームの展開 

地域における多様な担い手が集まり、地域の課題や社会資源などを共 

有して意見を出し合うことで、新たな気付きを得て地域に還元できる 

よう、地域の担い手の新たな関係性の構築に資する取組を行う。 

（事業例） 

・地域住民のニーズや生活課題に応じた地域活動の創出に向けた検討 

会の開催 

・地域の社会福祉法人やＮＰＯ法人、電気・ガス事業者など、地域の 

ニーズに関して、多様な関係機関との情報共有を図るとともに、これ 

らの協働体制を構築するためのネットワーク会議の開催 等 

 

【特記事項】 

「（５）アウトリーチ等の充実による自立相談支援機能強化事業」の特

記事項を参照のこと。 

 

 

◎詳細については、「生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（別添１９）」

他、国の関連する法令、実施要領、手引き等を参照するとともに、それら

に基づいた事業運営を実施すること。 

 

 

１０．人員体制 

（１） 人員体制について 

常勤職員とは、 原則として１週間の勤務日数が５日（ただし１日あたりの

勤務時間が７時間４５分）とする。 

職員が休暇、研修、事業等において不在の場合にも、窓口には、少なくとも

２名以上、事業遂行に必要な人員を配置すること。 

なお、全ての支援員（主任相談支援員、相談支援員、就労支援員、就労準備

支援員、家計改善支援員、アウトリーチ支援員、及び地域づくり支援員）につ

いて、他の支援員を兼務できるものとする。 

職員は「６．事業の実施体制」に定める期間及び時間中は、専任であるこ
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と。 

 

（２）職種別の要件 

ア 主任相談支援員(常勤すること) 

相談業務全般のマネジメントや、他の支援員の指導・育成を行うほか、

支援困難ケースへの対応など高度な相談支援を行うとともに、社会資源の

開拓・連携等を行う。 

なお、国実施の主任相談支援員養成研修修了者（または契約締結後、速

やかに主任相談支援員養成研修を受講・修了すること）を前提条件とし、

以下の要件のいずれかを満たす者を配置すること。 

① 社会福祉士、精神保健福祉士、保健師、もしくは社会福祉主事任用資格

の有資格者として、保険、医療、福祉、就労、教育等の分野における業

務に５年以上従事した経験を有している者であり、かつ、生活困窮者へ

の相談支援業務に３年以上従事した経験を有する者 

② 生活困窮者への相談支援業務その他の相談支援業務に５年以上従事し

た経験を有する者 

 

イ 相談支援員（常勤すること） 

生活困窮者へのアセスメント、プランの作成を行い、様々な社会資源を 

活用しながらプランに基づく包括的な相談支援を実施するとともに、相談 

記録の管理や訪問支援などのアウトリーチ等を行う。 

また、地域資源の活用やネットワーク化の推進を図る中で、生活困窮世

帯等の子どもの居場所づくりを含む学習・生活支援を一体的に実施する。 

なお、国実施の相談支援員養成研修修了者（または契約締結後、速やか

に相談支援員養成研修を受講・修了すること）を前提条件とし、以下の要

件を満たす者を配置すること。 

①  生活困窮者への相談支援業務その他の相談支援業務に１年以上従事し

た経験を有する者 

 

ウ 就労支援員（常勤すること） 

生活困窮者へのアセスメント結果を踏まえ、就労支援に関する様々な社

会資源と連携を図りつつ、その状況に応じた能力開発、職業訓練、就職支

援等の就労支援を行う。 

なお、国実施の就労支援員養成研修修了者または契約締結後、速やかに

就労支援員養成研修を受講し、修了することを前提条件とし、以下の要件

のいずれかを満たす者を配置すること。 

① キャリアコンサルタント（厚生労働省指定のキャリアコンサルタント

能力評価試験の合格者）、産業カウンセラーまたはシニア産業カウンセ

ラーの資格を有する者 

② 社会福祉士、精神保健福祉士のいずれかの資格を有する者 

③ 生活困窮者への就労支援業務その他の就労支援業務に１年以上従事し

た経験を有する者 

 

エ 就労準備支援員（常勤することは求めない） 

生活困窮者へのアセスメント結果を踏まえ、就労支援に関する様々な社

会資源と連携を図りつつ、その状況に応じた能力開発、職業訓練、就職支
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援等の就労支援を行う。 

なお、国実施の就労支援員養成研修修了者または契約締結後、速やかに

就労支援員養成研修を受講し、修了することを前提条件とし、以下の要件

のいずれかを満たす者を配置すること。 

① キャリアコンサルタント（厚生労働省指定のキャリアコンサルタント

能力評価試験の合格者）、産業カウンセラーまたはシニア産業カウンセ

ラーの資格を有する者 

② 社会福祉士、精神保健福祉士のいずれかの資格を有する者 

③ 生活困窮者への就労支援業務その他の就労支援業務に１年以上従事し

た経験を有する者 

 

オ 家計改善支援員（常勤することは求めない） 

生活困窮者へのアセスメント結果を踏まえ、対象者が抱える課題の解決

に向けて、適切な家計改善支援計画を策定することで、対象者の家計状況

を改善し、自立した生活が送れるように支援を行う。また、税金や公共料

金等の分納や減免といった制度の利用、家族等からの支援の調整、貸付あ

っせん等の支援を行う。 

また、多重債務相談窓口などの他機関へのつなぎが必要な場合には、当

該機関への同行等の支援を行う。 

なお、国実施の家計改善支援員養成研修修了者または契約締結後、速や

かに家計改善支援員養成研修を受講し、修了することを前提条件とし、以

下の要件のいずれかを満たす者を配置すること。 

①  生活困窮者への家計改善支援業務その他の家計改善支援業務に１年以

上従事した経験を有する者 

② 消費生活専門相談員、消費生活アドバイザーまたは消費生活コンサル

タントの資格を有する者 

③ ２級ファイナンシャルプランニング技能士と同等以上の資格を有する

者 

④ 社会福祉士の資格を有する者 

⑤ 社会保険労務士の資格を有する者 

⑥ 金融機関において融資、ローン相談等の部門に３年以上従事した経験

があり、債務整理及び出納計画の業務に精通している者 

 

カ アウトリーチ支援員（常勤すること） 

「９．事業内容等（５）アウトリーチ等の充実による自立相談支援機能

強化事業」を実施する支援員をいう。 

なお、国実施の相談支援員養成研修修了者または契約締結後、速やかに

相談支援員養成研修を受講し、修了することを前提条件とし、以下の要件

のいずれかを満たす者を配置すること。 

① 社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士、公認心理士、保健師のい

ずれかの資格を有すること 

② 生活困窮者への相談支援業務その他の相談支援業務に１年以上従事し

た経験を有する者 
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キ 地域づくり支援員（常勤すること） 

「９．事業内容等（６）生活困窮者支援等のための地域づくり事業」を

実施する支援員をいう。 

    なお、国実施の相談支援員養成研修修了者または契約締結後、速やかに 

相談支援員養成研修を受講し、修了することを前提条件とし、以下の 

要件のいずれかを満たす者を配置すること。 

① 社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士、公認心理士、保健師のい

ずれかの資格を有すること 

② 生活困窮者への相談支援業務その他の相談支援業務に１年以上従事し

た経験を有する者 

 

１１．広報活動 

事業の周知のため、広報啓発ツール（名刺タグ、リーフレット、ホームペ

ージ、その他 SNS等）を作成すること。  

特に、制度の狭間で困窮している者、ひきこもり等への支援に関する 

周知について、幅広い世帯が対象となることを念頭に、効果的な方法を探り、

積極的な広報活動に努めること。 

 

１２．委託料支払い 

（１）契約金額（税抜）を３（年）で除した金額を、各年度の契約額（税抜）

とする。ただし、各年度の契約金額（税抜）に１円未満の端数が生じた場

合は、最終年度に加算する。 

なお、契約締結日の翌日から令和６年３月３１日までは、準備期間のため

の委託料の支払いは発生しないものとする。 

 

（２）各年度の契約金額（税抜）を１２（ヵ月）で除した金額に、消費税を算

出し、毎月ごとに、それぞれの業務完了確認後、受注者からの請求に基づ

き、請求書受領後３０日以内に支払うものとする。 

なお、支払金額に千円未満の端数が生じた場合は、最終回に加算するも

のとする。 

 

１３．事業実施における注意事項 

（１）法令等の遵守 

受注者は、委託業務の実施にあたっては、労働関係諸法令その他関係法令

を遵守するとともに、法令上のすべての責任を負うものとする。 

 

（２）情報の管理取扱 

本事業の受注にあたっては、別添「個人情報等取扱特記事項」を遵守 

すること。 

 

（３）信用失墜行為の禁止 

本事業を遂行するにあたり、市の信用を失墜する行為を行ってはならない。 

 

（４）利用料徴収の禁止 

受注者は、本事業の実施に当たり対象者から利用料を徴収してはならない。 
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（５）危機管理 

機器等の障害が発生した場合だけでなく様々な障害、事故、災害など緊急

事態が発生した場合においても、業務の遂行に支障をきたすことがないよう

十分な対応策及び緊急時の体制を整備すること。 

 

（６）問い合わせ・苦情対応 

受注者は、本事業に従事する職員に対して、業務主任担当者による指揮、

監督、指導体制を整備し、円滑に業務を遂行する体制を整備すること。 

本業務に関する問い合わせは、原則として受注者が対応すること。 

また、相談者との苦情・トラブルが発生した場合は、原則として受注者の

責任において、迅速かつ誠実に対応するとともに、発生から収拾までの経過

を市に報告すること。 

受注者が対応できない苦情等が発生した場合は、速やかに市へ報告し、対

応を協議すること。 

 

（７）事務処理誤りに対するチェック体制の整備 

受注者は、想定される事務処理誤りを念頭に、業務主任担当者もしくは主

任相談支援員を中心とするチェック体制を整備し、未然に事務処理誤りを防

止すること。 

 

（８）必要な教育 

受注者は、上記(１)から(７)を含め、業務従事者が適切な支援を行うため

に必要な教育を行うこと。 

 

（９）再委託等の禁止 

受注者は、本事業の全部または一部を第三者に請け負わせ、または委託し

てはならない。 

ただし、あらかじめ書面により市の承認を得た場合は、当該事業の一部を

第三者に請け負わせ、または委託することができる。 

 

（１０）備品等の調達 

市が用意する備品は、６．事業の実施体制（３）で示したとおり。 

それ以外の事業に必要な備品等は、受注者側が用意するものとし、原則と

してリースもしくはレンタルでの調達とする。 

ただし、リース等が困難な場合、もしくは、事業期間内に、リース等の料

金が購入金額を上回る等、リース等が妥当でない場合には、受注者がその根

拠を明確に示した上で、市と協議すること。 

なお、受注者は、当該委託料で購入した備品等が市に帰属するものである

ことに留意し、委託終了後、市又は新しい受注者に引き継ぐこと。 

 

（１１）市庁舎の使用料及び光熱水費等 

市庁舎の使用料及び光熱水費は市が負担する。固定電話は市が用意する。 

また、固定電話とファクシミリの通信費は市が負担する。 

 

（１２）インターネット回線の設置 

インターネット回線の導入及び使用料は事業者の負担とし、導入に当た
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っては佐倉市情報システム課と十分に協議してすすめること。 

また、個人情報流失防止のため、インターネット回線に接続するパソコ

ンと個人情報を保存するパソコンを分け、対策を講ずること。 

 

（１３）会議等その他 

ア 生活困窮者の支援方針を決定するため、支援調整会議を毎月１回行う。

支援調整会議には、各支援員が可能な限り参加して、関係機関との情報共

有を図るとともに、プラン作成の際にも緊密な連携を図り各支援員が一

体となって事業に取り組むこと。 

イ 市と受注者とは、本業務の進捗状況管理、課題の共通認識等を目的に、月

１回以上「定例連絡会議」を設け、意見交換を実施するほか、市が必要と

認めたときは、随時打合せを行うこと。 

ウ 緊急に解決すべき課題等が発生した場合においては、随時、市と受注者の

関係者による「課題調整連絡会議」を開催する。 

エ 市と、受注者の業務主任担当者は、緊密な連携を図るものとする。 

オ 国等からの調査依頼（年間５～１０件程度を想定）や、他自治体からの

視察受け入れ（年間１～２件を想定）についても対応する。 

カ 上記会議の議事進行、開催準備は市と協力の上、受注者が行う。 

 

（１４）他市の自立相談支援機関との連携・情報収集 

必要に応じて、他市の自立相談支援機関と連携することで、効率的・効果

的な業務の遂行方法等について情報収集すること。 

その際、支援員の限られた人的資源をどのように有効活用するのかという

視点や、生活困窮者（特に、制度の狭間で困窮している者、ひきこもり等を

含む）に寄り添った支援をどのように実施するのかという視点、さらには目

標値達成の視点等を含めた上で、実施すること。 

 

（１５）業務の引継ぎ 

本契約の履行期間が満了するとき、契約書に基づく契約の解除があるとき

は、業務の遂行に関する留意事項等をまとめた引継書を作成し、市に引き渡

すものとする。 

また、支援継続中の案件については、相談者個々の状況を踏まえ、新事業

者と個別に引継ぎ等を行い、継続的な支援に遺漏がないように留意すること。 

なお、引継ぎが完了していないと市が認めた場合は、委託期間終了後であ

っても無償で引継ぎ事務を行うこと。 

 

（１６）納期等 

以下、受注者が実施すべき準備・運営・報告等の主なスケジュールについ

て、以下のとおり一覧にて記載する。 

なお、以下は、本業務の一部を記載したものであり、全ての業務ではないこ

とに留意すること。 

また、法改正等で業務の内容が変更となる場合でも引き続き業務を行うこ

ととし、必要に応じて、市と協議すること。 
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区分 業務 納期 

準備 （ア） 業務設計・業務マニュアル等作成  

（イ） 実施計画書の作成、提出  

（ウ） 業務実施体制の構築・業務従事者配置、 

報告 

【提出】毎年

度４月１日ま

でに 

（エ） 業務従事者研修（教育）  

（オ） 労務管理用設備、事務用備品類（市が 

提供する設備等を除く。） 

 

（カ） 業務の導入管理（運営準備・業務引継）  

運営 （ア）窓口、電話、メール、ファックス等への相

談対応。また、自ら来所できない者もいるた

め、関係機関や地域のネットワーク強化によ

る早期把握に努め、訪問支援（アウトリーチ）

を含めた対応を図る。 

受付・面会約

束後、遅滞な

く 

（イ）対象者の課題を的確に把握し、スクリーニ

ング(受注者が支援を行うか、他制度の利用

が適当かの判断。以下同じ。)の上、必要に

応じて他の支援機関へ繋ぐ。 

相談支援後、

速やかに 

（ウ）前述「９．事業内容等」（以下「支援事業

等」という。）に関する相談対応に当たり、

対象者から関係機関内における情報共有に

ついて、同意を得る。 

相談支援後、

速やかに 

（エ）支援事業等に関する相談対応（アセスメン

ト、スクリーニング含む）後、生活困窮者自

立相談支援統計システムへの入力作業を行

う。 

相談支援後、

速やかに 

（オ）支援事業等の相談対応後、必要に応じプラ

ン作成を行う。 

随時 

（カ）生活困窮者の支援方針を決定するため、関

係各課を集め、支援調整会議を開催する。 

毎月１回 

（キ）アセスメントやプランに沿った支援を実施

するほか、対象者が他の支援機関から適切な

支援を受けられるよう関係の構築等のサポ

ートを包括的・継続的に実施する。 

随時 

（ク）支援実施中のプランの途中評価を行う。 原則、プラン

終了の１か月

前 

（ケ）支援の終結とアフターフォローを行う。 随時 

（コ）事業の運営上必要な社会資源の開発を行

う。 

随時 

報告 （ア）日次・月次の報告書の作成、報告業務 

※月次報告書には、学習支援（簡易報告）、

ひきこもり支援、アウトリーチ実施状況も

含む 

※様式については受注者と別途協議する。 

【提出】翌月

１５日まで 
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（イ）学習支援実施状況（詳細報告） 

※６月末、３月末時点の情報 

※様式については受注者と別途協議する。 

【提出】それ

ぞれ４月末、

７月末まで 

（ウ）緊急支援案件の報告業務 

※様式については受注者と別途協議する。 

【提出】翌月

１５日まで 

（エ）支援調整会議案件の集計・提出業務 

※様式については受注者と別途協議する。 

【提出】支援

調整会議開催

日の前週の金

曜日正午まで 

（オ）支援調整会議結果の報告業務 

※様式については受注者と別途協議する。 

【提出】支援

調整会議開催

月の月末まで 

（カ）年次報告書の作成、報告業務 

   ※様式については受注者と別途協議する。 

【提出】４月

第４金曜日ま

で 

（キ）業務実施に要した経費内訳 

(収支決算報告等) 

※様式については受注者と別途協議する。 

【提出】５月

第４金曜日ま

で 

（ク）その他、市が必要とする書類 【提出】随時 

その他 （ア）調査・アンケート依頼案件の回答 

（年間５～１０件程度を想定） 

【提出】別途

指定 

（イ）事業の運営上必要な研修用務への参加 【提出】随時 

（ウ）市職員の業務システム操作研修の支援 随時 

（エ）関係機関へ協力依頼するための資料作成、

及び事業説明、周知、広報活動の実施 

随時 

 

（１７）本業務により得たデータ及び成果品は、市に帰属するものとし、 

許可なく他に使用・公表してはならない。 

 

（１８）著作権、肖像権等、第三者の権利を侵害しないよう十分留意すること。 

 

（１９）市が提供する資料等を第三者に提供もしくは目的外の使用をしないこ

と。 

 

（２０）経理について、委託業務に係る会計は、他の業務に係る会計と区分す

るとともに、委託業務の事業ごとに区別して、業務に係る書類（会計関係

帳簿等）を５年間保存すること。 

 

１４．その他 

この仕様書に定めのない事項または解釈等に疑義が生じた事項について

は、質問書提出期限内に必ず質問を行い、市に確認するものとする（本事業

は、国の関連する法令、実施要領、手引き等に基づき、事業運営を行うもの

であり、本仕様書に定めがないからいって、実施しなくてよいということで

はない）。 

受注後、疑義が生じた場合は市、受注者双方が協議の上、処理する。 


